
管理職員特別勤務手当取扱要領について（例規甲） 

 

平成５年 12月 27日 

兵警務例規甲第26号 

 

 管理職員特別勤務手当取扱要領についてを下記のように定め、平成６年１月１日から実

施する。 

記 

第１ 趣旨 

この要領は、職員の給与等に関する条例（昭和35年兵庫県条例第42号）第24条の２、 

職員の給与に関する規則（昭和35年兵庫県人事委員会規則第12号）第36条の２及び第

36条の３並びに職員の給与に関する実施規程（昭和35年兵庫県人事委員会告示第３号） 

第22条の２から第22条の４までに定めるもののほか、管理職員特別勤務手当の支給等

の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

第２ 用語の意義 

  この要領における用語の意義は、次のとおりとする。 

 １ 管理職員 管理職手当を受ける職員をいう。 

２ 週休日等 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年兵庫県条例第43号。

以下「条例」という。）第４条第１項に規定する週休日又は条例第12条に規定する休

日をいう。 

 ３ 実働時間 実際に業務に従事した時間（休憩等に要した時間を除く。）をいう。 

第３ 支給要件 

  管理職員特別勤務手当は、管理職員が次に掲げる日又は時間に第４に規定する管理職

員特別勤務に従事したときに支給する。 

１ 週休日等を振り替えることができなかった場合にあってはその週休日等又は週休

日等を振り替えた場合にあってはその振り替えた日。ただし、その実働時間が１時

間未満の場合は支給しない。 

２  正規の勤務時間を除いた午後10時から翌日の午前５時までの間（週休日等に含まれ

る時間を除く。）。ただし、その実働時間が１時間未満の場合は、支給しない。 

第４ 管理職員特別勤務 

管理職員特別勤務は、臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により従事し

た勤務（次に掲げる業務のための勤務を除く。）で、警務部長がその必要性を認めたも

のとする。 

 １ 各種資料の整理その他これに類する業務 

２ 週休日等以外の日においても一般的に行われている交番等の巡視及び留置施設の

監督巡視、宿直勤務中の取扱事案に関する報告の受理その他これに類する業務 

 ３ 関係機関・団体が開催する式典等の諸行事等への儀礼的な参加又は出席 

４ 本県警察が主催又は共催をする式典等の諸行事等への開催事務担当者以外の立場

での参加又は出席 

第５ 手当額 



管理職員特別勤務手当の額は、勤務１回につき、管理職手当の区分及び実働時間数

に応じ、次の表に掲げる額とする。 

区 分 

勤務１回当たりの支給額 

第３の１関係 
第３の２関係 

７時間45分以下 ７時間45分超 

２ 種 11,000円（10,000円） 16,500円（15,000円） 5,500円（5,000円） 

３ 種 10,000円 （9,000円） 15,000円（13,500円） 5,000円（4,500円） 

４ 種  9,000円 （8,000円） 13,500円（12,000円） 4,500円（4,000円） 

５ 種  7,000円 （6,000円） 10,500円（ 9,000円） 3,500円（3,000円） 

注 括弧内の額は、管理職員のうち、職員の定年等に関する条例（昭和59年兵

庫県条例第15号）第12条の規定により採用され、又は職員の定年等に関す

る条例等の一部を改正する等の条例（令和４年兵庫県条例第39号）附則第

４条第１項若しくは第２項の規定により採用されたものに適用する。 

第６ 勤務回数の取扱い 

  管理職員特別勤務の回数の取扱いは、次のとおりとする。 

 １ 第３の１に規定する日の１日又は第３の２に規定する時間のみ勤務に従事した場合 

   １回の勤務とする。 

なお、勤務の開始が１日に２回以上ある場合も連続する１回の勤務として取り扱

うものとする。 

２ 第３の１に規定する日以外の日から第３の１に規定する日に引き続く勤務に従事

した場合又は第３の１に規定する日から第３の１に規定する日以外の日に引き続く

勤務に従事した場合（第３の１に規定する日と第３の１に規定する日以外の日の実

働時間の合計が１時間以上の場合に限る。） 

第３の１ただし書の規定にかかわらず、第３の１に規定する日の１回の勤務とし

て取り扱うものとする。この場合において、第３の２の規定による管理職員特別勤務

手当は支給しない。 

 ３ 二以上の第３の１に規定する日にまたがる一の勤務に従事した場合 

１回の勤務として取り扱うものとする。ただし、勤務開始後、３時間以上の休憩

等をはさんで、日を変えて勤務に復帰した場合には、復帰後の勤務を新たな１回の勤

務として取り扱うものとする。 

第７ 支給手続 

 １ 報告及び審査 

所属長は、管理職員が管理職員特別勤務の対象となる勤務に従事した場合は、管

理職員特別勤務対象勤務従事報告書（別記様式）により、警務部長に報告するととも

に、電子情報処理組織（電子情報処理組織による給与事務取扱要領の制定について

（昭和50年兵警務例規第７号）第１の２の(8)に規定するシステム入力をいう。以下

同じ。）を使用して申請を行うものとする。 



 ２ 審査 

   警務部長は、前記１の規定による報告及び申請を受けた場合は、管理職員特別勤務

に該当するか否かについて審査し、その結果を所属長に通知し、又は電子情報処理組

織を使用して登録するものとする。 

 ３ 実績の記録及び整理 

   所属長は、前記２の規定により管理職員特別勤務に該当する旨の通知を受けた場合

は、必要事項を電子情報処理組織を使用して記録するものとする。 

 ４ 支給 

   前月分の実績を、当月の給与の支給日に管理職員特別勤務手当として支給する。 

 

  



 


